
１．提案の概要

・既存行政から独立
・行政から河川や上下
水道管理を委託。
・管理局の意思決定は
行政、市民（NPO）、
議会、財界等が参加す
る理事会で行う。

水環境管理局
の創設

・財源→上下水道料金、
寄付、グッズ売上、補
助金、住民参加型公募
債等で独立採算。
・地域通貨等も利用し、
効率的な運営管理と地
域の活性化。

水環境基金
の創設

・地域の水環境に関す
る計画素案を立案
・あらゆる段階で市民
参加を確保
・IT技術を用い、情報
公開や環境教育、意思
決定などのプロセスを
構築

水環境市民会議
の創設

労働力には高
齢者・学生な
どを募集。行
政や企業の人
材バンクの役
目も。

・市民参加を通して、
水環境をまちづくり
に反映、地域のアイ
デンティティを確立、
まちおこしを実現！

・独立的な組織内で
PDSサイクルを確立、
100年スパンで理想
の水環境を実現。

市民のニーズ
健全な水環境
地域の活性化

透明性の高い行政・施策
市民参加

提案34 水環境市民会議 ～理想的な水環境システムを市民自身が構築～



１．提案の概要
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２．提案の背景

＜人口爆発＞

•食糧不足、水危機が起こる。

＜グローバリゼーション＞

•世界企業の論理が国策に反映
•公的部門へのグローバル企業の進出
•あらゆるもの(水を含む)の商品化

＜非営利組織の台頭＞

•人道援助、環境、教育などのノウハウ蓄積
•グローバリズムへの抵抗
•公的セクターの動向監視

＜世界の水危機＞

•水質汚染と淡水の過剰利用
•アジアの地域内格差は著しい
•食糧危機・農作物への価格転嫁
•水紛争、水の価値増大に伴う国際間水取引

＜都市再開発＞

•水環境見直しによる地域活性化

＜人口減少＞
•少子高齢化の進展による人口減少
•アジア諸国の連携が進み人口移動活発化？

＜都市・地方のバランス＞
•交通機関の進歩、通信技術の進歩により、
居住地選択の自由が拡大。
•地方都市のアピールの必要性

＜コミュニティ＞
•NPOの数・ボランティアの参加者などが
爆発的に増加
•行政の職務の大部分に進出。

＜水行政＞
•縦割りの弊害
•地方分権
•高コスト体質への批判
•行政の透明性確保

＜地球環境＞

•水危機の現実化

＜廃棄物・リサイクル＞

•環境税導入
•排出権取引一般化
•環境負荷の定量化

•健全な水環境復活の欲求
•環境の地域性・環境要求の多様性
•水環境から疎遠になっている現状
•水環境の魅力による地域再生

•IT化の進展、双方向通信活発化
•日進月歩の水環境技術

実現への課題
＜法制＞

水行政に関わる法制度の整理

＜行政＞

縦割り・横割りの行政機構の改正

→水処理行政の一本化

＜資金＞

基金導入などフレキシブルかつ透明な運
営資金の確保

＜国際＞

国際的な水取引への対応

市民のニーズ
国際社会への対応
健全な水環境
地域の活性化

地域環境の決定権は地域が持つべき
地球環境改善の欲求
透明性の高い行政・施策

市民参加

国際関係(外的要因）

環境

社会構造(内的要因）

市民が環境情報を
容易に取得できる

地域の水環境

技術開発

コンセプト
「水環境を市民の手に！」



３．提案の効果

• 水環境による地域アイデンティティの創出⇒市民参加により、当事者意識の高まりに期待。

• 下水道を含めた水環境行政の透明化・効率化

• 地域の水環境保護と参加意識の増大

• まちづくり・地域経営の観点から見た整備により、周辺経済が活性化

• 企業・行政・NPOなどが共存し、地域力の向上に繋がる

• 教育効果

４．実現のためのシナリオ

流域、ダムビジョン等様々な水環境市民参加型企画に横断的に関
わる団体を中心に総合型水環境施策に関する検討会を設ける。

徹底した情報公開とPIを行う。

地域キーパーソンを発掘し、水環境のPRをしてもらう。

水環境、農業、まちづくり分野に関係する部局中心に総合型水
環境施策に関する検討会を設ける。

共通する施策について積極的に協働でPRイベント等を開く。

市民・NPOとの協働を進める。

市民側 行政側

水環境に関するビジョン作りなどを通じて、水環境市民会議への足がかりを作る。

望ましい水環境管理・創造の組織形態・方法の議論

100100年スパンで年スパンで
理想の水環境を理想の水環境を
実現。実現。
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